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第１ 運営指導の概要 
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１ 運営指導（旧実地指導）とは (1/2) 
 

 

 

 

 

 

 

 

運営指導の根拠 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法） 

第 11 条及び第 48 条 

 

児童福祉法第 21 条の５の２２及び第 57 条の３の３ 

児童福祉法第 24 条の１５ 

 

 

その他の指導監査の形態は 

集団指導 

毎年、県内全ての事業者に対して、集合形式等で留意点や問題事例等について指導・周知を行うものです。 

 

監  査 

命令や指定取消等、行政処分の事由に該当すると認められる場合や、報酬の不正請求、事業者及び従業者が利用者に対し虐待を行っ

たと疑われる場合など、指定基準違反等に対して事実確認のために行うものです。 

◆ 運営指導は、県指定の事業者に対して、サービス内容や給付費の請求に関する事項について、事業者の事業所

において実地により必要な指導・助言を行うものです。 
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１ 運営指導（旧実地指導）とは (2/2) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省ホームページ 

 

苦情や通報、情報提供などが

あった場合にも監査を実施

することがあります。 
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２ 指定基準・報酬告示等 (1/2) 

指定障害福祉サービス事業者等が事業を実施するに当たっては、法令・通知等の規定を遵守する必要があります。 

 

国省令 国告示 県条例 県規則

人員・設
備・運営関
係

障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律に基づく

指定障害福祉サービスの事業等の人
員、設備及び運営に関する基準

(H18.9.29厚生労働省令第171号)

－

障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律に基づき

指定障害福祉サービスの事業等の設
備及び運営に関する基準等を定める

条例(H24.12.27茨城県条例第73号)

障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律に基づき

指定障害福祉サービスの事業等の設
備及び運営に関する基準等を定める

条例施行規則(H25.3.30茨城県規則第

31号)

報酬関係 －

障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律に基づく
指定障害福祉サービス等及び基準該

当障害福祉サービスに要する費用の

額の算定に関する基準(H18.9.29(厚

生労働省告示第523号)

－ －

人員・設
備・運営関
係

児童福祉法に基づく指定通所支援の
事業等の人員、設備及び運営に関す

る基準(H24.2.3厚生労働省令第15号) －

児童福祉法に基づき指定障害児通所
支援の事業の設備及び運営に関する

基準等を定める条例(H24.12.27茨城

県条例第71号)

児童福祉法に基づき指定障害児通所
支援の事業の設備及び運営に関する

基準等を定める条例施行規則

(H25.3.30茨城県規則第29号)

報酬関係 －

児童福祉法に基づく指定通所支援及

び基準該当通所支援に要する費用の
額の算定に関する基準(H24.3.14厚生

労働省告示第122号)

－ －

障害福祉サー
ビス事業所

障害児通所支
援事業所
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２ 指定基準・報酬告示等 (2/2) 
 

国省令 国告示 県条例 県規則

人員・設
備・運営関
係

障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律に基づく

指定障害者支援施設等の人員、設備

及び運営に関する基準(平成18年9月

29厚生労働省令第172号)

－

障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律に基づき

指定障害者支援施設等の設備及び運

営に関する基準等を定める条例

(H24.12.27茨城県条例第74号)

障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律に基づき

指定障害者支援施設等の設備及び運

営に関する基準等を定める例施行規

則(H.25.3.21茨城県規則第11号)

報酬関係 －

障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律に基づく

指定障害福祉サービス等及び基準該

当障害福祉サービスに要する費用の

額の算定に関する基準(H18.9.29(厚

生労働省告示第523号)

－ －

人員・設
備・運営関
係

児童福祉法に基づく指定障害児入所

施設等の人員、設備及び運営に関す

る基準(H24.2.3厚生労働省令第16号) －

児童福祉法に基づき指定障害児入所

施設の設備及び運営に関する基準等

を定める条例(H24.12.27茨城県条例

第72号)

児童福祉法に基づき指定障害児入所

施設の設備及び運営に関する基準等

を定める条例施行規則(H25.3.30茨城

県規則第30号)

報酬関係 －

児童福祉法に基づく指定入所支援に

要する費用の額の算定に関する基準

(H24.3.14厚生労働省告示第123号)
－ －

人員・設
備・運営関
係

障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律に基づく

指定地域相談支援の事業の人員及び

運営に関する基準(H24.3.13厚生労働

省令第27号)

－ － －

報酬関係 －

障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律に基づく

指定地域相談支援に要する費用の額

の算定に関する基準(H24.3.14厚生労

働省告示第124号)

－ －

障害者支援施
設

障害児入所施
設

相談支援事業
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３ 運営指導の実施方針 
 

指定障害福祉サービス事業者等に対する運営指導について、県では、実施方法等を規定した「指定障害福祉サー

ビス事業者等指導要項」及び「指定障害児事業者等指導要項」を制定し、当該要項に基づいて実施しています。 

 

 

 

 

 

  ・運営指導の実施周期については、今後「指定障害福祉サービス事業者等指導要項」及び「指定障害児事業者等指導要項」の 

改正により、サービスによって頻度が変わる予定です。 

☆ 運営指導の対象は、特に必要と認められる場合を除くと、概ね３年に１回（指定児童発達支援セン

ター及び指定障害児入所施設は原則として毎年１回）の周期で実施することとしております。 
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４ 運営指導の流れ (1/2) 
 

実施計画 ・ 原則として午前又は午後の半日単位でスケジュール作成 

 （一般検査と同時実施、対象サービスが多数の場合、終日もあり） 

 

実施通知 ・指導日の概ね１～２か月前までに事業所あてに実施通知を送付 

 （「事前提出書類」及び「当日用意する書類」を記載） 

※事業所において確認していただきたいこと 

指導対象は現在提供中のサービスですか。（廃止等をしていませんか。） 

サービスの廃止や事業所名称の変更等がある場合は、福祉監査室あて連絡のこと 

  

準  備 ・ 事前提出資料及び自主点検調書の作成（様式は障害福祉課ホームページに掲載） 

※従たる事業所又はサービス提供単位の追加がある場合は、併せて作成 

・ 指導当日に用意する資料の保管状況を確認・整理 

 

事前準備 ・ 事前確認が必要のため、概ね２週間前までに提出 

（提出先：福祉人材・指導課福祉監査室） 

廃止・変更手続きが完了し

ていない場合もあり 
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４ 運営指導の流れ (2/2) 
 

当日対応 ・ 原則、福祉人材・指導課福祉監査室職員２人で訪問（人数は増える場合もあり。また、

市町村職員等が同行します。） 

・ 事業者側対応者は、管理者又はサービス管理責任者（児童発達支援管理責任者）など、

運営全般について御説明いただける方 

・ 必要に応じて他の従業者、場合により利用者から聞き取りもあり 

 

結果通知 

改善報告 

・ 運営指導結果は、指摘の有無に関わらず文書で通知 

・ 指摘事項については、改善状況をまとめ結果通知から概ね１か月後までに改善報告書

を提出 ※改善内容が確認できる資料を必ず添付のこと 

・ 指導事項の改善が報告書で確認できたら運営指導は完了 

※ 改善報告書の内容について、実地に確認する必要があるときは、再度指導を行う場

合もあり 
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５ 運営指導の際の準備書類 (1/3) 

運営指導の際に準備していただく標準的な書類は次のとおりとなります。 

◎ 事前提出書類 

運営指導日前に提出していただく資料です。 ※ 障害福祉課ホームページに様式掲載 

① 事前提出資料表紙 

② 事業所の概要 

③ 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（指導実施日の前々月の実績） 

④ 利用者の状況 

⑤ 給付費等の算定に係る体制等状況一覧表 

⑥ その他加算等の実績一覧 

⑦ 自主点検調書（運営指導実施日の前々月の状況を記載してください。） 

⑧ 運営規程及び重要事項説明書 

⑨ 事業所（施設）の平面図及び位置図 

⑩ 事業所の広告、パンフレット等 
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５ 運営指導の際の準備書類 (2/3) 
 

◎ 当日準備書類 

指導日当日に、検査会場にご用意いただく関係書類です。なお、必要に応じて下記の書類以外にも確認させてい

ただく場合があります。 

  

ア 人員に関する書類 

① 職員勤務表（出勤簿） 

② 資格証（修了証）の写し 

③ 就業規則 

④ 雇用契約書（労働条件通知書） 

⑤ 賃金（給与）台帳 など 
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５ 運営指導の際の準備書類 (3/3) 
 

 イ 運営に関する書類 

① 定款 

② 指定申請書類（変更届を含む） 

③ サービス利用契約書 

④ 受給者証の写し 

⑤ 個別支援計画 

⑥ ケース記録 

⑦ 利用者負担額等の領収書の控え 

⑧ 緊急時の連絡体制に関する書類 

⑨ 苦情対応マニュアル 

⑩ 感染症予防マニュアル 

⑪ 非常災害対策計画 

⑫ 業務継続計画 

⑬ 各種委員会開催議事録 

⑭ 職員研修実施記録 など 

 

 ウ 報酬請求に関する書類 

① 請求書 

② 給付費明細書 

③ サービス提供実績記録票 など 
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第２ 令和６年度主な指摘事例 
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１ 人員基準 

 

【指摘事例】 

・サービス提供職員（看護職員、生活支援員、職業指導員等）の配置が不足している。 

 

・生活支援員又は職業指導員のうち 1 人以上は常勤職員を配置するべきところ、常勤職員がいない。 

 

・サービス管理責任者（児童発達支援管理責任者）が欠如している。（資格の有効期限切れ） 

 

・管理者（法人役員）の出勤簿やタイムカード等がなく、勤務実態が明確ではない。 

 

 

 

《改善のポイント》 

・勤務表は予定だけでなく、勤務実績の管理も重要です。勤務実績により人員基準や加算要件を満たしているか、毎月確認 

してください。 

 

・職員の異動（人事異動、退職、病欠、産・育休等）があった場合、人員基準を満たしていることを必ず確認してください。 

 

・サビ管更新に必要な研修が未受講になっていないか、確認してください。（みなし配置措置の経過に注意） 

 

・法人の役員であっても、管理者やサビ管、サービス提供職員であれば人員基準上、勤務実態の確認が必要です。 
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２ 人員基準     ※児発、放デイ 

 

【指摘事例】 

・定員を超えて受入れを行った日に、児童指導員又は保育士の人員配置基準を満たしていない。 

 

・児童指導員等加配加算の加配職員が基準人員数に含まれているため、人員配置基準（加配要件）を満たしていない。 

 

 

 

《改善のポイント》 

・児童発達支援、放課後等デイサービスは、定員ではなく、実際に受け入れる利用児童の数に応じ、サービス提供時間帯を通じて基準

上必要な従業者を配置しなければなりません。 

 

・児童指導員又は保育士の基準人員数は日々の利用者数に応じて変動します。 

 ☞ 利用者数 10 名以下…2 以上、11 名以上…3 以上（5 又はその端数を増すごとにプラス１名必要） 

 

・有給休暇を取得している基準人員の従業者は、常勤職員であっても配置されていることにはなりません。 

 

・利用児童が１名のときであっても、児童指導員、保育士等２名以上で支援に当たる必要があります。一時的であっても１人で支援す

ることは基準違反になります。 

 

・児童指導員等加配加算の加配職員（常勤専従）は基準人員数に原則含めることはできません。また加配職員（常勤換算）の場合は、

基準人員数に含めてしまうと、加配要件を満たせなくなることがあります。 
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3 契約、重要事項説明書 

 

【指摘事例】 

・利用契約書における契約期間が支給決定期間を超えていた。契約期間が、利用者の給付費の支給決定期間と合っていない。 

 

・重要事項説明書の記載内容が、運営規程や実態と合っていない。 

 

・重要事項説明書に、提供するサービスの第三者評価の実施状況（実施の有無等）の記載がない。 

 

・重要事項説明書に、事故発生時の対応の記載がない。 

 

 

 

《改善のポイント》 

・障害福祉サービス等は支給決定期間内のみ利用できるため、利用契約期間も支給決定期間内となります。 

※契約の中に、契約の自動更新の取扱いとする規定を入れることも可能 

 

・重要事項説明書は、サービス内容など重要な情報項を利用申込者に説明する文書ですので、運営規程と内容に齟齬がないか、運営規

程を変更した場合にも対応しているか、また、運営実態とも乖離していないか、確認してください。 

 

・重要事項説明書について、第三者評価を未実施の場合は、実施していない旨記載してください。 
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4 個別支援計画 

 

【指摘事例】 

・個別支援計画作成に係る一連の流れの記録がなく、実態が確認できない。 

・面接及びモニタリング結果を記録していない。 

・個別支援計画の作成に係る会議は開催されていたが、議事録等がなく、会議の開催時期や内容等が確認できない。 

・個別支援計画の作成に係る会議に利用者本人が参加していない。 

・個別支援計画策定後所定の期間を経過しても見直しが行われていない。 

 

 

《改善のポイント》 

・個別支援計画の原案や会議の記録、モニタリングの面接記録を保管するようにしてください。 

 

・個別支援計画の作成に係る会議は、サービスの提供に当たる担当者等のほか、原則、利用者本人（及び給付決定保護者）が同席して

開催することとされています。 

 

・個別支援計画策定後は少なくとも６ヶ月に１回（就労移行支援や自立訓練などは３ヶ月に１回）以上計画の見直しを行い、必要に応

じて計画の変更を行ってください。 

 

☞ 個別支援計画の作成及び見直しが適切に行われていない場合には、減算適用になることがあります。 

 

ア
セ
ス
メ
ン
ト 

計
画
原
案
作
成 

計
画
の
作
成 

計
画
の
実
施 

の

 

担
当
者
会
議 

個
別
支
援
会
議 

モ
ニ
タ
リ
ン
グ 
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5 介護給付費等の額に係る通知等 

 

【指摘事例】 

・法定代理受領により市町村から介護給付費等の支給を受けた場合に、利用者に対し、当該介護給付費等の額を通知していない。 

 

 

 

 

 

《改善のポイント》 

・本来は利用者が市町村からサービス利用費の支給を受けま 

すが、事業者が代わりにサービス利用費を受領する場合、 

事業者は利用者に受領した金額を通知する必要があります。 

 

・法定代理受領により介護給付費等の支給を受けた場合は、 

利用者等に対し介護給付費等の額を通知してください。 

 

・通知は市町村から実際に給付費等を受領した後に行ってく 

ださい。（通常はサービス提供の翌々月） 
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6 利用者負担額等の受領 

 

【指摘事例】 

・利用者から支払いを受けた負担額について、領収書を交付していない。 

 

・利用者から徴収している食材料費、光熱水費及び日用品費について、一定の期間ごとに精算が行われていない。 

 

 

 

《改善のポイント》 

・利用者負担額を受領した場合は、必ず領収証を利用者に交付し、その控えを保管しておいてください。  

 

・利用者から徴収した食材料費等については、一定の期間ごとに精算し、残金が生じたときは利用者にその残金を返還してください。 

 

・自立支援給付等の自己負担分を除く利用料（食材料費・家賃・日用品費等）の徴収に当たっては、その内容及び費用について説明を

行い、利用者（又は保護者）の同意を得なければなりません。 
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7 非常災害対策 

 

【指摘事例】 

・非常災害対策計画が作成されていない。（以下訪問系を除く） 

 

・非常災害対策計画は作成されているが、計画に盛り込むべき内容が入っていない。 

 

・防災訓練が実施されていない。 

 

 

 

 

【改善のポイント】 

・非常災害対策計画について、火災、地震、風水害、その他の非常災害に備えるため、周辺の地域の環境、利用者の特性等を踏まえて、

非常災害の発生時における利用者の安全の確保のための対策を具体的に定めた計画を作成してください。 

 

・定期的に消火及び避難訓練を実施してください。防火管理者を定める事業所は年２回以上行ってください。 

☞ 入所施設においては昼間の訓練のほか、夜間又は夜間を想定した訓練も実施 

 障害児入所施設及び児童発達支援センターは、消火及び避難訓練を月１回以上実施 
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8 衛生管理等 

 

【指摘事例】 

・感染症等の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会を開催していない、回数が不足している。 

 

・感染症等の予防及びまん延の防止のための指針を作成していない。 

 

・従業員に対して研修及び訓練を実施していない。 

 

 

 

《改善のポイント》 

・感染症等の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおおむね３か月（訪問系は 6 か月）に１回以上開催する。 

 

・感染症等の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。 

 

・感染症等の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を年２回以上（訪問系は年１回以上）実施する 。 

 

 

参考資料 

 

感染対策マニュアル・業務継続ガイドライン等 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html 
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9 業務継続計画 

 

【指摘事例】 

・業務継続計画が策定されていない。 

 

・従業者に対する業務継続計画に係る研修及び訓練を実施していない。 

 

 

 

《改善のポイント》 

 

・感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再

開を図るための計画（「業務継続計画」）を策定してください。 

 

・業務継続計画に従い、従業者に対して、必要な研修及び訓練を定期的（年１回（入所施設は年２回）以上）に実施してください。 

 

☞ 感染症又は災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定の場合や、当該業務継続計画に従い必要な措置が講じられていない

場合、利用者全員について、業務継続計画未策定減算が適用されます。 
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10 身体拘束等の適正化 

 

【指摘事例】 

・身体拘束等の適正化のための指針を整備していない。 

・身体拘束適正化検討委員会を開催していない。 

・身体拘束適正化検討委員会の結果について、職員に周知していない。 

・職員に対して、身体拘束等の適正化のための研修を実施していない 。 

・身体拘束適正化検討委員会の記録及び従業者に対する身体拘束等の適正化のための研修記録が作成されていない。 

 

 

 

《改善のポイント》 

・身体拘束等の適正化のための指針（基本的な考え方、組織、職員研修、発生時の対応など）を整備してください。 

 

・身体拘束適正化検討委員会については、定期的に（年１回以上）開催し、その結果を職員に周知してください。 

 検討内容：身体拘束等について報告するための様式の整備 

身体拘束等発生後の事例の分析と、当該事例の適正性と適正化策の検討 など 

 

・職員に対して、身体拘束等の適正化のための研修を新規採用時及び定期的に（年１回以上）実施してください。 

 

・研修の欠席者に対しては、研修の参加者が欠席者への伝達研修を実施するなど、全ての職員への周知徹底を図ってください。 

 

・身体拘束適正化検討委員会及び身体拘束等の適正化のための研修については実施記録（日時、実施内容、参加者等）を作成し、記 

録として残しておいてください。 

 

☞ 身体拘束等の適正化を図る措置（①身体拘束等の記録、②委員会の定期開催、③指針の整備、④研修の実施）が実際されて 

いない場合、利用者全員について、身体拘束廃止未実施減算が適用されます。 
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11 虐待防止 

 

【指摘事例】 

・虐待防止委員会を開催していない。 

・職員に対して、虐待防止のための研修を実施していない。 

・従業者に対する虐待防止のための研修記録が作成されていない。 

・虐待防止等のための担当者を設置していない。 

 

 

 

《改善のポイント》 

・虐待防止委員会については、定期的に（年１回以上）開催し、その結果を職員に周知してください。 

検討内容：虐待防止のための計画づくり、虐待発生後の検証と再発防止策の検討 など 

 

・職員に対して、虐待防止のための研修を新規採用時及び定期的に（年１回以上）実施してください。 

 

・研修の欠席者に対しては、研修の参加者が欠席者への伝達研修を実施するなど、全ての職員への周知徹底を図ってください。 

 

・虐待防止委員会及び虐待防止研修については実施記録（日時、実施内容、参加者等）を作成し、記録として残しておいてください。 

 

・虐待防止委員会は身体拘束適正化検討委員会などと一体的に設置運営ができ、虐待防止研修は身体拘束等の適正化のための研修など

と一体的に実施することができますが、その場合は、実施記録で分かるように残しておいてください。 

 

・虐待防止等のための担当者を設置してください。 

 

☞ 虐待防止を図る措置（委員会及び研修会の実施、担当者の設置）が実施されていない場合、利用者全員について、虐待防止 

措置未実施減算が適用されます。 
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12 職場におけるハラスメント対策 

 

【指摘事例】 

・職場におけるハラスメント対策が実施されていない。 

 

 

 

《改善のポイント》 

・職場におけるハラスメントの内容及びハラスメントを行ってならない旨の方針を明確化し、職員に周知・啓発してください。 

（例：職場におけるハラスメント防止に関する規定（厚生労働省）） 

 

・相談に対応する担当者及び相談窓口を定め、職員に周知するようにしてください。 

 

 

参考資料 

 

職場におけるハラスメントの防止のために（セクシュアルハラスメント/妊娠・出産等、育児・介護休業等に関するハラスメント/パワーハラスメン

ト｜厚生労働省 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/seisaku06/index.html 
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終わりに 

◎ 日頃の自主点検が重要です。 

運営指導に当たっては、事前に「障害福祉サービス事業等 自主点検調書」の作成により、セルフチェックをして

いただいた上で、当日の指導や助言を行います。 

運営指導が行われない年度においても、「自主点検調書」の活用による、自主的な事業運営のチェックを定期的に

実施してください。 

特に報酬請求については、日々の請求内容が正しいか、加算の要件を満たしているかなど常に確認してください。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 記録が重要です。 

運営指導は、記録の確認です。記録がなく口頭のみで「やっています」と言われても確認できません。 

会議や研修、サービス提供等を行った場合は、必ず記録をしてください。 

☆ 自主点検調書には、法令（指定基準・厚労省解釈通知・報酬告示等）で求められているポイント

を掲載しており、是正が必要な箇所の発見やサービスの改善、基本的な制度内容の理解に役立つ内

容となっています。 

☆ 運営指導時において確認した誤りの中には、自主点検調書による点検を行っていれば容易に防げ

るものが多数あります。 


